
　砺波広域圏事務組合人事行政の運営等の状況の公表に関する条例(平成１７年砺広組条例第４号）第６条の

規定に基づき、令和元年度における砺波広域圏事務組合人事行政の運営等の状況について、次のとおり公表

します。

1 職員の任免及び職員数に関する状況

（１）　職員採用の状況（H31.4.1～R2.3.31）

職区分 競争試験 選考・割愛等 身分移管 計

　一般行政職

　公営企業職

計

（単位：人）

(注) 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、公益法人等への

    派遣職員などを含み、臨時又は非常勤職員を除いています。

2 職員の人事評価の状況

（１）　評価対象者

（2）　評価基準日及び評価対象期間

令和2年

10

一
般
行
政

総務企画

計

17

31

　　　　正規職員（構成市からの派遣職員は、派遣元による。）

　　　　　ア　評価基準日

　　（3）　能力・業績評価の方法

　　　　　　　９月１日（前期）、３月１日（後期）　　年２回

　　　　　イ　評価対象期間

　　　　　　　４月１日～９月３０日（前期）、　１０月１日～翌年３月３１日（後期）

　　　　　ア　能力評価

　　　　　　　能力評価は、職員が「役割」を果たすために必要な「能力」及び「勤務態度」を行動特性によって７項目
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（２）　職員数の状況(令和2年4月1日現在）

1

部　門

0

砺波広域圏事務組合人事行政の運営等の状況の公表

衛生

14

合計

公営企業（水道）
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1

0
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0 0
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3 職員の給与の状況

（１）　人件費の状況

歳出総額
A B B/A

人

（注）　「人件費」には、職員共済費、議員報酬、管理者・副管理者・収入役の報酬が含まれます。

（2）　職員給与費の状況

給　　　与　　　費

A 期末・勤勉手当 　　計　　　B

（注）　１　職員手当には退職手当を含みません。

　　　　２　給与費は、令和2年度当初予算額

（３）　平均給料月額・平均年齢（R2.4.1現在）

平均給与月額

円 円

（注）　給与とは、給料（基本給）に諸手当（通勤手当、時間外手当など）を加えたものです。

（４）　職員の初任給の状況（R2.4.1現在）

砺波広域圏事務組合

大学卒

高校卒

（５）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（R2.4.1現在）

大学卒

高校卒

区　分
給料 職員手当 （B/A)

令和元年度 32人 123,278千円 30,361千円 50,305千円 203,944千円 6,373千円

職員数 １人当たり給与費

　　　　　　　の項目ごとに５段階で評価する。

　　　　　イ　業務評価

20年以上
25年未満

一般行政職
231,200 円 該当なし 316,700円

　　　　　　　業務評価は、申告された「設定目標」を含む業務全体について、「業務の計画性（工程管理を含む）」

　　　　　　　「業務の達成度」及び「業務の質」の３項目について評価する。

区　分
住民基本台帳人口 実質収支 人件費 人件費率

（令和2年3月末現在）

令和元年度 98,284 1,342,406千円 214,012千円 276,363千円 20.6%

区分 平均給料月額 平均年齢

一般行政職 328,781 392,195 43.6

国

初任給 初任給

290,275 円 該当なし 348,550円

区　分

一般行政職
182,200円 182,200円

150,600円 150,600円

区分
10年以上
15年未満

15年以上
20年未満
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（6）　級別職員数の状況（R2.4.1現在）

一般行政職

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 計

主事
技師

主事
技師

主任
係長
主査

主幹

事務局長
所長
次長
課長

管理者が
定める
職務

0 5 12 4 5 5 0 31

0.0% 16.1% 38.7% 12.9% 16.1% 16.1% 0.0% 100.0%

令和元年度支給実績（全職種）

円 人 円

職務上の段階、職務の級等による加算措置　有

(富山県市町村職員総合事務組合による支給）

管理または監督の地位にある職員に当該職の

区分に応じて33,300円～66,400円を支給　　

正規の勤務時間を超えて勤務したときに支給

3,027,600 42 72,086

住居手当
家賃、間代を月額12,000円以上
支払っている職員に対し、家賃等
の額に応じ

1,494,000 4 373,500

管理職手当 4,375,200 8 546,900

構成比

（7）　職員手当の状況（H31.4.1～R2.3.31）

区分 支給の内容
年間支給総額

職員数

通勤手当

期末手当

勤勉手当 1.90月分

勧奨・定年

支給対象
職員数

１人当たり
平均支給年額

期末手当
勤勉手当

（支給割合）

49,137,113 31 1,585,068

2.60月分

退職手当

勤続25年 28.0395 月分 33.27075 月分

勤続35年 39.7575 月分 47.709 月分

最高限度 47.709 月分 47.709 月分

定年前早期退
職特例措置

（2～20％加算）
その他加算措置 なし

（支給率）

自己都合

勤続20年 19.6695 月分 24.586875 月分

夜間勤務手当
正規の勤務時間として午後１０時から翌日の午前５
時まで勤務を命じられた職員に支給

3,589,484 22 163,158

特殊勤務手当
著しく危険、不快、不健康、困難な勤務その他特
殊な勤務に従事する職員に支給
（手当の種類　　2　種類）

3,360,751

最高月額
27,000円

時間外勤務手当 5,170,622 36 143,628

21 160,036

交通機関利用者
　運賃等の額に応じ
　　・定期券と回数券のうち安価の方の額
　　・定期券は、6月以内の最も長い期間のもの
　　　の額による。
　　・最高月額　55,000円
　自動車等使用者
　　　通勤距離に応じ　月額 2,600円～35,000円

職務の級

標準的な職務内容
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（8）　特別職等の報酬等の状況（R2.4.1現在）

議長

副議長

4 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）　職員の勤務時間（標準的なもの）

休憩時間

（２）　時間外勤務の状況（H31.4.1～R2.3.31）

職員一人あたりの平均時間

時間 時間

5 職員の休暇の状況

（１）　年次有給休暇の取得状況（H31.1.1～R元.12.31）

平均使用日数 取得率

1,071 日 257 日 27 人 9.5 日

（注*）対象職員は、平成29年の１年間を通して在職した職員です。

（２）　その他の休暇の取得状況（H31.4.1～R2.3.31）

人数

（３）　育児休業の状況（H31.4.1～R2.3.31）

男性

8:30 17:15

24.0%

介護休暇を取得した者 0人

前年度から引き続いている者 0 人 0 人

新たに育児休業を取得した者

区　　　　　　　　　　　分

0 人 0 人

0人

女性

区分 報酬年額

副管理者 45,000円

40,000円

35,000円

議員 30,000円

１週間の勤務時間 開始時間

12:00 ～ 13:00

時間外勤務総時間

2,402 66.7

総付与日数

38.75 時間

病気休暇を取得した者

区　　　　　　　　　　　分

総使用日数 全対象職員数(*) 

終了時間

月額 10,00円

満16歳の年度初めから満22歳の
年度末までの子がいる場合の加
算額 １人につき

月額  5,000円

扶養親族１人につき

管理者 50,000円

扶養手当

月額  6,500円

6,910,000 21 329,048
子
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6 職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分者数（H31.4.1～R2.3.31）

(注) 分限処分とは、公務の能率を維持及びその適正な運営の確保の目的から、職員がその職責を

　　十分に果たすことができない場合（長期の療養等）に職員の意に反して行う、不利益な身分上の

　　変動をもたらす処分のことをいいます。

（２）懲戒処分者数（H31.4.1～R2.3.31）

0 人

7 職員の服務の状況

（1） 職務専念義務免除の状況（H31.4.1～R2.3.31）

免除の事由 承認件数

研修を受ける場合 0 件

厚生に関する計画の実施に参加する場合 0 件

0 件

（2） 営利企業等従事許可の状況（H31.4.1～R2.3.31）

許可の基準 件数

0 件

自ら営利を目的とする私企業を営む場合 0 件

報酬を得て事業又は事務に従事する場合　（統計調査員等） 1 件

8 職員の退職の状況

職員の退職の状況(H31.4.1～R2.3.31）

区分

定年退職

勧奨退職

9 職員の研修及び勤務成績の評定の状況

（１）　研修機関（県研修所）における研修の状況（H31.4.1～R2.3.31）

3 回 3 人

4 回 9 人

2 回 3 人

処分人数 0 人 0 人 0 人 0 人

砺波地域市町村職員研修協議会

0

1その他

研修回数

1計

0

富山県市町村職員研修機構

参加者数

富山県職員研修所

降給区　　分 休職降任 免職

上記に掲げるもののほか、任命権者が特に必要と認める場合
（消防団員として活動を行う場合、国体等に選手、役員等として参加する場合など。）

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社、その他の役員、顧問、評議員及び当該会社、団体の
重要方針決定に参画する上級職員の地位を兼ねる場合

研修機関名

退職者数
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（２）　評定の状況（H31.4.1～R2.3.31）

該当なし。

10 職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）　健康診断の状況（H31.4.1～R2.3.31）

健康診断の種類 受診者数

　人間ドック 4 人

　定期健康診断 46 人

（2）　公務災害等の認定の状況（H31.4.1～R2.3.31）

災害の区分 認定(申請)数

　公務災害 0 (0) 人

　通勤災害 0 (0) 人

11 公平委員会の業務の状況

(1)  勤務条件に関する措置の要求の状況（H31.4.1～R2.3.31）

0 件 0 件

(2)  不利益処分に関する不服申立の状況（H31.4.1～R2.3.31）

0 件 0 件

継続件数 措置要求件数

継続件数 不服申立件数
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